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１ 議長挨拶 
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３ 委員自己紹介 
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５ 会長・副会長互選 

 

 

６ 正副会長挨拶 

 

 

７ 条例・規程について 

 

 

８ 今後の審査会の運営について 

 

 

９ その他 



                                        資料―１ 

令和３年11月８日現在 

 

東京都北区議会政治倫理審査会名簿 
 

                 （任期：令和３年10月28日～令和５年10月27日） 

 
氏   名 

区議会議員 

石川
いしかわ

 さえだ （自由民主党議員団） 

坂場
さ か ば

 まさたけ （自由民主党議員団） 

くまき 貞一
ていいち

 （公明党議員団） 

すどう あきお （公明党議員団） 

野口
の ぐ ち

 将人
ま さ と

 （日本共産党北区議員団） 

本田
ほ ん だ

 正則
まさのり

 （日本共産党北区議員団） 

赤
あか

江
え

 なつ （立憲クラブ） 

山中
やまなか

 りえ子
こ

 (無会派(都民ファーストの会所属)) 

公募区民 

宇野澤
う の ざ わ

 千尋
ち ひ ろ

  

甲斐
か い

 加奈
か な

  

橋本
はしもと

 忠司
た だ し

  

識見者 
齋藤
さいとう

 誠
まこと

 （東京大学大学院教授） 

大島
おおしま

 佳奈子
か な こ

 （弁護士） 

 



 

令和３年11月８日現在 

 

東京都北区議会政治倫理審査会名簿 
 

（任期：令和３年10月28日～令和５年10月27日） 

 氏   名 

会 長 齋藤
さいとう

 誠
まこと

 （識見者） 

副会長 大島
おおしま

 佳奈子
か な こ

 （識見者) 

委 員 

石川
いしかわ

 さえだ （区議会議員） 

坂場
さ か ば

 まさたけ （区議会議員） 

くまき 貞一
ていいち

 （区議会議員） 

すどう あきお （区議会議員） 

野口
の ぐ ち

 将人
ま さ と

 （区議会議員） 

本田
ほ ん だ

 正則
まさのり

 （区議会議員） 

赤
あか

江
え

 なつ （区議会議員） 

山中
やまなか

 りえ子
こ

 （区議会議員） 

宇野澤
う の ざ わ

 千尋
ち ひ ろ

 （公募区民） 

甲斐
か い

 加奈
か な

 （公募区民） 

橋本
はしもと

 忠司
た だ し

 （公募区民） 

 



北区議会における政治倫理の確立と向上に向けた取組み（政治倫理に関する条例の概要） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

北区議会では、議員が区民の厳粛な信託を受けた立場にあることを認識し、区民全体の奉仕者として政治倫理の確立と向上に努め、

常に良心に従い誠実かつ公正にその職務を行うことを促し、もって清浄で民主的な区政の発展に寄与することを目的に、政治倫理に

関する条例を制定している（H10.12.7 制定）。 

目的 

・区民全体の代表者として、区政に携わる権能と責務を深く自

覚し、地方自治の本旨に従って、その使命の達成に努めなけ

ればならない。 
・自己の地位による影響力を不当に行使して、自己の利益を図

ってはならない。 

責務（議員） 

・自己の利益又は第三者の利益若しくは不利益を図る目的をも

って、議員に対して政治倫理基準に反することとなる働きか

けを行ってはならない。 
 

責務（区民） 

・区民全体の代表者として、その品位と名誉を損なう一切の行為を慎むとともに、区職員の採用に介入するなど、その職務に関し不

当の疑惑をもたれるおそれのある行為をしないこと。 
・区民全体の奉仕者として人格と倫理の向上に努め、その地位を利用し、職務の公正を疑わせるような金品の授受等をしないこと。 
・区が行う売買、委託及び請負の契約に関し、特定の個人及び企業その他の団体のために有利又は不利な取計らいをしないこと。 
・兼業･兼職報告書に記載した企業その他の団体に関し、地方自治法第 92 条の 2（議員の兼業禁止）及び第 117 条（議長及び議員の

除斥）の規定の趣旨を尊重し、区民に対し疑惑の念を生じさせることがないように努めること。 
・政治活動に関し、企業その他の団体から、政治的道義的批判を受けるおそれのある寄附等を受けないこと。特に、区と現に売買、

委託及び請負の契約関係にある企業からの寄附等は自粛すること。政治資金規正法第 3 条第 1 項第 2 号に規定する団体（後援団体）

についても同様とする。 
・政治倫理基準に反する事実があるとの疑惑を持たれたときは、自ら誠実な態度をもって疑惑の解明にあたるとともに、その責任を

明確にするよう努めなければならない。 

議員の政治倫理基準 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・「兼業･兼職報告書」 

毎年 4月 1日において企業その他の団体の役員、顧問その他の職に就いている場合は、同月 30 日までに議長に提出する。 

・「収支報告書の写し」 

政治資金規正法第 12 条第 1 項の規定により東京都選挙管理委員会に提出した政治団体に係る収支報告書の写しを、提出後速やかに

議長に提出する。※後援団体についても同様。 
・閲覧請求 
 区民は、「兼業･兼職報告書」「収支報告書の写し」の閲覧を請求できる。 

議員の報告義務･区民の閲覧請求 

【組織】                        【審査請求の要件】 
・委員 13 人（議員 8、区民 3、識見者 2）         政治倫理基準に違反する行為をした疑いがあると認められるときは、 
・任期 2 年                       その疑いを証する資料を添付して、「有権者 500 人以上」又は「議員 
・公開（ただし、出席委員の 2/3 以上の同意で非公開可。）  定数の 1/8 以上」の連署をもって審査を請求することができる。 
             

【審査】 

・審査請求の適否及び当該事案の存否の審査を行い、文書で議長に審査結果を報告する。また、政治倫理確立のため必要と認める

措置を勧告することができる。 
※勧告の種別…「注意」「一定期間の出席自粛勧告」「議長等の役職辞任勧告」「議員辞職勧告」 

・90 日以内に審査結果を報告するよう努めなければならない。 
・審査のため、当該議員又は関係人に対し、事情聴取等必要な調査をすることができる。 

【議員の協力義務･弁明】 

・当該議員は、審査会から審査に必要な資料の提出又は会議への出席請求がある場合は、従わなければならない。 
・当該議員は、審査会への弁明請求及び審査結果に対する弁明書の提出をすることができる。 

【審査結果･弁明書の公表】 

 ・議長は、審査結果及び弁明書を公表する。 

政治倫理審査会 
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東京都北区議会議員の政治倫理に関する条例 

（平成 10 年 12 月 7日条例第 56 号） 

改正 平成 14 年 6月 28 日 条例第 31 号 

 （目的） 

第１条 この条例は、東京都北区議会議員（以下「議員」という。）が区民の厳粛な信託を

受けた立場にあることを認識し、区民全体の奉仕者として政治倫理の確立と向上に努め、

常に良心に従い誠実かつ公正にその職務を行うことを促し、もつて清浄で民主的な区政

の発展に寄与することを目的とする。 

 

 （議員等の責務） 

第２条 議員は、区民全体の代表者として、区政に携わる権能と責務を深く自覚し、地方

自治の本旨に従つて、その使命の達成に努めなければならない。 

２ 議員は、自己の地位による影響力を不当に行使して、自己の利益を図つてはならない。 

３ 区民は、自己の利益又は第三者の利益若しくは不利益を図る目的をもつて、議員に対

して次条に規定する政治倫理基準に反することとなる働きかけを行つてはならない。 

 

 （政治倫理基準） 

第３条 議員は、次の各号に掲げる政治倫理基準を遵守しなければならない。 

 (1) 区民全体の代表者として、その品位と名誉を損なう一切の行為を慎むとともに、東

京都北区（以下「区」という。）の職員の採用に介入するなど、その職務に関し不当の

疑惑をもたれるおそれのある行為をしないこと。 

 (2) 区民全体の奉仕者として人格と倫理の向上に努め、その地位を利用し、職務の公正

を疑わせるような金品の授受等をしないこと。 

 (3) 区が行う売買、委託及び請負の契約に関し、特定の個人及び企業その他の団体のた

めに有利又は不利な取計らいをしないこと。 

 (4) 次条に規定する兼業・兼職報告書に記載した企業その他の団体に関し、地方自治法

（昭和 22年法律第 67 号）第 92 条の２及び第 117 条の規定の趣旨を尊重し、区民に対

し疑惑の念を生じさせることがないように努めること。 

 (5) 政治活動に関し、企業その他の団体から、政治的道義的批判を受けるおそれのある

寄附等を受けないこと。特に、区と現に売買、委託及び請負の契約関係にある企業か

らの寄附等は自粛すること。政治資金規正法（昭和 23年法律第 194 号）第３条第１項

第２号に規定する団体（以下「後援団体」という。）についても同様とする。 

２ 議員は、政治倫理基準に反する事実があるとの疑惑を持たれたときは、自ら誠実な態

度をもつて疑惑の解明にあたるとともに、その責任を明確にするよう努めなければなら

ない。 
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 （兼業・兼職報告書等の提出） 

第４条 議員は、毎年４月１日において企業その他の団体の役員、顧問その他の職に就い

ている場合には、当該団体の名称及び住所並びに当該職名を記載した兼業・兼職報告書

を同月２日から同月 30日までの間（当該期間内に任期満了又は議会の解散による任期終

了により議員でない期間がある者で当該任期満了又は議会の解散による選挙により再び

議員となつたものにあつては、同月２日から再び議員となつた日から起算して 30日を経

過する日までの間）に、議長に提出しなければならない。なお、兼業・兼職報告書の内

容に変更が生じた場合は、兼業・兼職変更届を速やかに議長に提出しなければならない。 

２ 議員は、政治資金規正法第 12 条第１項の規定により東京都選挙管理委員会に提出した

収支報告書の写しを、提出後速やかに議長に提出しなければならない。後援団体につい

ても、同様とする。 

３ 区民は、議長に対し、前２項の規定により提出されたそれぞれの報告書について閲覧

を請求することができる。 

４ 議長は、兼業・兼職報告書については、提出すべき期間の末日の翌日から起算して５

年を経過する日まで、収支報告書の写しについては、東京都選挙管理委員会により要旨

を公表された日から５年を経過する日まで保存しなければならない。 

 

 （政治倫理審査会の設置） 

第５条 政治倫理に関する事項を審査するため、東京都北区議会政治倫理審査会（以下「審

査会」という。）を置く。 

２ 審査会の委員は 13 人とし、うち８人を議員のうちから、５人を地方自治法第 18条に

定める選挙権を有する区民及び地方行政に関して識見を有する者のうちから、議長が委

嘱する。 

３ 審査会の委員の任期は２年とし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。た

だし、再任を妨げない。 

４ 審査会の会議は公開とする。ただし、やむを得ず非公開とするときは、出席委員の３

分の２以上の同意を必要とする。 

５ 審査会の委員は、公平かつ適切にその職務を遂行するものとし、その職務を政治的目

的のために利用してはならない。 

６ 審査会の委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、

同様とする。 

 

 （区民の審査請求権） 

第６条 区民は、議員が政治倫理基準に違反する行為をした疑いがあると認められるとき

は、これを証する資料を添付して、地方自治法第 74 条第 5 項に規定する選挙権を有する

500 人以上の者の連署をもつて、議長に審査を請求することができる。 

２ 議長は、前項の規定による審査の請求がなされたときは、審査会にその審査を求めな
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ければならない。 

 

 （議員の審査請求権） 

第７条 議員（審査会の委員である議員を除く。）は、議員が政治倫理基準に違反する行為

をした疑いがあると認められるときは、これを証する資料を添付して、議員定数の８分

の１以上の者の連署をもつて、議長に審査を請求することができる。 

２ 議長は、前項の規定による審査の請求がなされたときは、審査会にその審査を求めな

ければならない。 

 

 （政治倫理基準違反等の審査） 

第８条 審査会は、議長より第６条第２項又は前条第２項の規定により審査を求められた

ときは、当該審査請求の適否及び当該事案の存否の審査を行い、文書で議長に審査結果

を報告しなければならない。この場合において、審査会は政治倫理確立のため必要と認

める措置を勧告することができる。 

２ 審査会は、議長より審査を求められたときから 90 日以内に審査結果を報告するよう努

めなければならない。 

３ 審査会は、第１項の審査を行うため、審査の申立てをされた議員（以下「当該議員」

という。）又は関係人に対し、事情聴取等必要な調査をすることができる。 

４ 議長は、審査会から審査結果の報告を受けたときは、請求者及び当該議員に文書で通

知するとともに、その概要を公表しなければならない。 

 

 （議員の協力義務） 

第９条 当該議員は、審査会から審査に必要な資料の提出又は会議への出席の請求がある

場合は、それに従わなければならない。 

 

 （弁明） 

第 10 条 当該議員は、審査会において口頭又は文書により弁明することを請求することが

できる。 

２ 当該議員は、審査結果について議長に対し弁明書を提出することができる。 

３ 前項の規定により弁明書が提出された場合は、議長は第８条第４項の審査結果の公表

にあたり、弁明書の全部又は概要を併せて公表するものとする。 

 

 （審査結果の尊重） 

第 11 条 東京都北区議会は、審査会から報告及び勧告を受けた事項を尊重し、政治倫理基

準に違反したと認められるときは、議会の名誉と品位を守り、区民の信頼を回復するた

めに必要と認められる措置を講ずるものとする。 
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 （委任） 

第 12 条 この条例の施行に関し必要な事項は、議長が別に定める。 

 

   付 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、平成 11年５月１日から施行する。 

２ この条例の施行の日において議員である者が、最初に関する兼業・兼職報告書におい

ては、第４条第１項中「毎年４月１日」とあるのは「この条例の施行の日」と、「同月２

日」とあるのは「この条例の施行の日の翌日」と、「同月 30 日までの間」とあるのは「こ

の条例の施行の日の翌日から起算して 30 日を経過する日までの間」と読み替える。 

３ この条例の施行の日以後、新しく議員に就任した者が最初に提出する兼業・兼職報告

書においては、第４条第１項中「毎年４月１日」とあるのは「就任の日」と、「同月２日」

とあるのは「就任の日の翌日」と、「同月 30日までの間」とあるのは「就任の日の翌日

から起算して 30 日を経過する日までの間」と読み替える。 

 

 （適用区分） 

第２条 第６条第１項及び第７条第１項の規定は、この条例の施行の日以後になされた行

為について適用する。 

 

 （検討） 

第３条 議員の資産公開に係る規定の整備等については、この条例施行後速やかに検討す

る。 

 

  付 則（平成 14 年６月 28 日条例第 31 号） 

 この条例は、平成 14年９月１日から施行する。 
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東京都北区議会議員の政治倫理に関する条例施行規程 
 

平成１１年 ２月１５日 議会規則第１号 
改正 平成１４年 ６月２８日 議会規則第２号 

平成１９年１１月 ７日 議会規則第３号 
平成３０年 ６月 ７日 議会規則第１号 

 
（趣旨） 

第１条 この規程は、東京都北区議会議員の政治倫理に関する条例（平成１０年１２月東

京都北区条例第５６号。以下「条例」という。）の施行について必要な事項を定めるもの

とする。 
 

（政治倫理基準） 
第２条 条例第３条第１項第１号に規定する職員とは、非常勤職員及び臨時職員を含むも

のとする。 
２ 条例第３条第１項第２号に規定する金品の授受等とは、接待その他のもてなし行為を

含むものとする。 
３ 条例第３条第１項第５号に規定するその他の団体には、政治資金規正法第３条第１項

に規定する「政治団体」及び同条第２項に規定する「政党」は含まないものとする。 
４ 条例第３条第１項第５号に規定する寄附等とは、金銭、物品その他の財産上の利益の

供与又は交付、その供与又は交付の約束で党費、会費、その他債務の履行としてなされ

るもの以外のものをいい、政治資金規正法第２２条の８に規定する政治資金パーティー

の対価の支払を含むものとする。 
 

（報告書等の様式） 
第３条 条例第４条第１項の兼業・兼職報告書は、別記第１号様式によるものとする。 
２ 条例第４条第３項の閲覧の請求は、別記第２号様式によるものとする。 
 

（期限の特例） 
第４条 条例第４条第１項の規定による報告書の提出期限が、東京都北区の休日を定める

条例（平成元年３月東京都北区条例第１号）第１条第１項に規定する東京都北区の休日

に当たる時は、その日の翌日をもつてその期限とみなす。 
 

（報告書の変更及び訂正） 
第５条 条例第４条第１項の兼業・兼職変更届は、別記第３号様式によるものとする。 
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２ 条例第４条第１項の規定により提出した兼業・兼職報告書を訂正する場合には、訂正

の箇所に押印するとともに、訂正年月日を記載しなければならない。この場合において、

削つた部分は、これを読むことができるように字体を残さなければならない。 
 

（報告書等の閲覧） 
第６条 条例第４条第３項の規定による閲覧は、議長が指定する場所で、執務時間中にし

なければならない。閲覧を行つた者は、それによつて得た情報を適正に使用するととも

に、その情報を不正に使用してはならない。 
２ 報告書は、丁重に取り扱い、破損、汚損、加筆等の行為をしてはならない。 
３ 前二項の規定に違反する者に対しては、その閲覧を中止させ、又は閲覧を禁止するこ

とができる。 
 

（報告書の写しの交付） 
第７条 条例第４条第１項の報告書の写しの交付（以下「写しの交付」という。）を受けよ

うとする者は、兼業・兼職報告書写し交付申請書（別記第４号様式）を議長に提出しな

ければならない。 
２ 写しの交付に要する費用は当該交付を受ける者の負担とし、その負担額は議長が別に

定める。 
 

（審査会の委員） 
第８条 条例第５条の規定による東京都北区議会議員政治倫理審査会（以下「審査会」と

いう。）の委員のうち地方自治法第１８条に定める選挙権を有する区民については３人と

し、地方行政に関して識見を有する者については２人とする。 
 

（審査会の会長等） 
第９条 審査会に会長及び副会長を置く。 
２ 会長及び副会長は、委員の互選による。 
３ 会長は、審査会を代表し、会務を総理する。 
４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき又は会長が欠けたときは、その職務を

代理する。 
 

（審査会の会議） 
第１０条 審査会は、会長が招集する。 
２ 審査会は、委員の半数以上が出席しなければ、会議を開くことができない。 
３ 審査会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決するところ

による。 
４ 審査会は、審査を適正かつ迅速に行い、又は会議の秩序を維持するために、必要な措
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置をとることができる。 
（委員の除斥） 

第１１条 審査会の委員は、自己若しくは父母、祖父母、配偶者、子、孫若しくは兄弟姉

妹の一身上に関する事件又は自己若しくはこれらの者の従事する業務に直接の利害関係

のある事件については、その審査に参与することができない。 
 

（庶務） 
第１２条 審査会の庶務は、区議会事務局において処理する。 
 

（傍聴） 
第１３条 審査会の会議の傍聴については、東京都北区議会委員会傍聴規程（昭和６０年

６月東京都北区議会規則第２号）の例による。 
 

（審査請求） 
第１４条 条例第６条第１項及び第７条第１項の規定により審査を請求しようとする者は、

審査請求書（別記第５号様式）を議長に提出しなければならない。 
２ 前項の審査請求書に添付する疑義を証する資料は、条例第３条第１項の政治倫理基準

に違反する疑いのある事実を具体的に指摘するものでなければならない。 
３ 議長は、第１項の規定により審査請求書が提出されたときは、審査請求書と添付資料

の写しを添えて速やかに審査会に提出し、審査を求めるとともに、審査の申立てをされ

た東京都北区議会議員（以下「議員」という。）に審査請求書及び添付資料の写しを送付

しなければならない。 
４ 条例第６条第１項に規定する連署は、別記第６号様式の例による署名簿に、審査請求

書又は審査請求書の写しを付して求めるものとする。署名は、住所を記載し自筆による

署名、捺印をしたものでなければならない。 
５ 条例第６条第１項及び第７条第１項の場合において、地方自治法第７４条第７項に定

める期間は審査の請求及び署名を求めることができない。 
 

（審査請求書等の不備の補正） 
第１５条 議長は、前条により審査請求を受けた場合において、当該審査請求書の記載事

項及び添付書類に不備があるときは、その補正を命ずるものとする。 
 

（審査請求の却下） 
第１６条 議長は、審査請求を行つた者が前条の規定による補正命令に従わないときは、

当該審査請求を却下するものとする。 
 

（関係人への調査） 
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第１７条 審査会が条例第８条第３項の規定により関係人（議員を除く）に対し事情聴取

等必要な調査を求める場合には、議長を経なければならない。 
 

（勧告） 
第１８条 条例第８条第１項に定める措置の勧告の種別は、次のとおりとする。 

(1) 注意 
(2) 一定期間の出席自粛勧告 
(3) 議長等の役職辞任勧告 
(4) 議員辞職勧告 

 
（審査結果の公表） 

第１９条 条例第８条第４項の規定による概要の公表は、北区議会広報紙等に掲載して行

うものとする。 
 

（弁明） 
第２０条 条例第１０条第２項に規定する弁明書は、別記第７号様式によるものとする。 
２ 前項の弁明書は、審査会の審査結果の通知があつた日から起算して１４日以内に提出

しなければならない。 
 

（委任） 
第２１条 この規程に定めるもののほか、必要な事項は、議長が別に定める。但し、審査

会の運営に関し必要な事項は、審査会が別に定める。 
 

付 則 
（施行の期日） 

１ この規程は、平成１１年５月１日から施行する。 
（最初の会議の招集） 

２ 審査会の委員が委嘱された後最初に招集すべき会議は、第１０条第１項の規定にかか

わらず、議長が招集する。 
付 則（平成１４年６月２８日議会規則第２号） 

この規程は、平成１４年９月１日から施行する。 
付 則（平成１９年１１月７日議会規則第３号） 

この規程は、公布の日から施行する。 
付 則（平成３０年６月７日議会規則第１号） 

この規程は、公布の日から施行する。 
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東京都北区議会議員の政治倫理に関する条例の解釈指針 

（平成 11年 2月 15 日幹事長会確認） 

 

１ 議員等の責務（条例第２条関係） 

 (1) 条例第２条は、条例第１条を受けて議員及び区民の責務について規定するものであ

る。第１項においては積極的な側面から、第２項においては消極的な側面から規定し

明確化を図っている。第３項では議員の責務遂行を保全するとともに、区民の自覚を

高めるため区民の責務について規定している。 

① 第２項にいう「不当」とは、違法である場合はもとより、実質的な妥当、公正さを

欠く行為または状態をいう。また、条例第３条第１項第１号における「不当の疑惑」、

第２号における「公正を疑わせる」、第４号における「疑惑の念を生じさせる」とは、

この視点から見て疑念を生じさせる行為をいう。 

② 第３項にいう「区民」とは、区内に住所を有する法人、人格なき社団を含む。 

 

２ 政治倫理基準（条例第３条関係） 

 (1) 条例第３条は、政治倫理の確立のため、議員が遵守すべき行為基準を規定するとと

もに、疑惑を持たれた場合の解明義務について定めている。 

 (2) 第１項第１号は、区民の代表者たるにふさわしい行為をなすべきことを総論として

規定するとともに、議会外において議会自体を誹謗する行為等を規制するとともに、

人事のうち職員採用に関することについて、議員の職務権限、影響力を直接・間接に

行使し、職員の裁量行為等に不当な影響を及ぼすことを規制する。また、威圧的な行

為を規制する。 

① 第１号にいう「その品位と名誉を損なう一切の行為」とは、議員の地位における

行為についていうものであり、私的行為は含まない。 

② 第１号にいう「職員の採用」とは、区の出資する団体の職員についても自粛する

ものとする。 

 (3) 第１項第２号は、社会通念上認められる社交的、儀礼的な範囲を超える金品を授受

する行為等を規制する。また、自ら金品の授受等を行わない場合であっても、政治資

金規正法第 22条の７に触れる恐れのある斡旋行為を含む。 

① 第２号にいう「金品の授受等」には、食事の接待等の費消される行為を含む。 

 (4) 第１項第３号は、区の行う契約全般について、契約の公正さを損ねる恐れのある特

定人に有利・不利な介入行為を規制する。 

① 第３号にいう「有利な取り計らい」とは、契約にあたり特定の企業等を斡旋する

行為等をいう。 

② 第３号にいう「不利な取り計らい」とは、契約にあたり特定の企業等を排除する
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よう働きかける行為をいう。 

 (5)  第１項第４号は、議会における審議の公正さを確保するため、一身上の事件や直接

的な利害関係を有する業務にとどまらず、支配的地位に有るか否かに関わらず自ら関

係する企業等について公正さを確保するための努力義務を課している。また、自ら関

係する企業等への特別の利益誘導行為の規制、特に関係のある議事への関与の自粛等

をいう。 

 (6)  第１項第５号は、政治献金に関し、法の許容に関わらず、政治的道義的批判を受け

る恐れのある受領行為を規制する。 

    ① 第５号にいう「批判を受ける恐れのある寄附」とは、例えば、特定の職務行為に

関係しての金品の授受の回避行動と見なされかねない寄附をいう。 

 (7) 条例第３条の政治倫理基準に関して、個々の行為が許容される範囲か否かという具

体的な基準について、今後、必要に応じ、幹事長会において協議し、基準の明確化と

モラルの向上に努めるものとする。 

 

３ 兼業・兼職報告書等の提出（条例第４条関係） 

 (1) 条例第４条は、議員の職務権限の行使にあたり、その公正さを確保するため、私的

地位を含め明らかにするとともに、清浄な区政のため政治資金の流れを明確にさせる

ため規定したものである。 

 (2) 第１項は、本条例目的達成のため、４月における定期的な報告のほか、変更の都度

報告義務を課している。私的な地位のうちプライバシーの保持、思想信条の自由に配

慮し、宗教的、政治的及び社交的団体は含まない。ここでいう社交的団体とは、同好

会、同窓会、スポーツクラブ等をいうが、区から補助金の交付を受けている団体につ

いては記載するものとする。また、顧問・相談業務を主とする職業の一環として、顧

問、その他の職に就いている場合は、区と契約関係にある企業等の記載で足りる。 

 (3) 第４項の保存年限は、関係法規の規定に準じて定めている。なお、本項は間接的に

閲覧請求期限を定めるものである。 

 

４ 政治倫理審査会の設置（条例第５条関係） 

 (1)  政治倫理審査会（以下「審査会」という。）の委員の報酬は、議員を除く委員に支給

するものとし、議長が別に定める。 

 (2)  審査会の運営の細則は、申し合わせあるいは確認事項とし、審査会が別に定める。 

  ① 審査会の委員のうち区民については、公募によるものとする。 

  ② 審査会は、会議録を調整し、その会議録は閲覧に供する。但し、会議を非公開に

した部分は除く。 
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５ 区民及び議員の審査請求権（条例第６・７条関係） 

 (1) 条例第６条は、区民に審査請求権を付与するとともに、適正な行使を求めるため、

その要件について定めている。議長は、本条に定める提出要件即ち書式の不備、署名

等形式的審査を行った後に、審査会に付託する。 

① 条例第６条第１項にいう「区民」には、区内に住所を有する法人、人格なき社団

を含む。 

② 条例第６条及び第７条にいう「証する資料」とは、特定の者に関し、特定の倫理

基準に反する行為があることを認識させる程度の具体的内容をもったものであるこ

とを要し、かつそれで足りる。自ら経験した事実等である必要はなく発行責任者を

明示した報道等で足りる。 

③ 署名の有効、無効は直接請求の例にならい判定する。 

 

６ 政治倫理基準違反等の審査（条例第８条関係） 

 (1)  審査会は、請求者が転出または死亡した場合においても、審査を継続して差し支え

ないものとする。 

 (2) 議長は、審査請求者より、審査請求の取り下げ願いの提出があった場合には、審査

会に諮り、許否を決するものとする。 

① 規程第 19 条にいう「北区議会広報誌等」には、インターネットによる北区ホーム

ページを含むものとし、その公表期間は概ね１月とする。 

 

７ 議員の協力義務（条例第９条関係） 

 (1)  資料提出の要求に対し、応じがたい理由がある場合には、その理由を付して審査会

に文書で回答しなければならない。 

 (2) 正当な理由なく調査に対する協力が得られなかった場合には、審査会は審査結果報

告書においてその旨公表するものとする。 

 

８ 審査結果の尊重（条例第 11 条関係） 

 (1) 議会としての措置が必要と認められるときは、幹事長会で協議し、議会運営委員会

に報告する。但し、本事案に係る議員の議案提出権を妨げるものではない。 

 (2) それぞれの措置は、本会議における勧告決議によることを原則とする。 

 

注) ここでいう「条例」とは、東京都北区議会議員の政治倫理に関する条例をいい、「規

程」とは、東京都北区議会議員の政治倫理に関する条例施行規程をいう。 
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最終更新日︓2020年8月18日

東京都北区議会議員の政治倫理に関する条例

議員が区民の厳粛な信託を受けた立場にあることを認識し、区民全体の奉仕者として政治倫理の確立と向上に努め、常に良心に従い誠実かつ公正にその職
務を行うことを促し、もって清浄で民主的な区政の発展に寄与することを目的に制定しました。

この条例は、「北区議会政治倫理検討会」の答申をもとに議員全員より提出されたもので、23区では初めての条例制定です。

（平成10年12月7日公布 平成11年5月1日施行）

政治倫理審査会委員名簿(敬称略）

会長 齋藤 誠（識見者）

副会長 大島 佳奈子（識見者)

委員 石川 さえだ（区議会議員）

委員 坂場 まさたけ（区議会議員）

委員 松沢 よしはる（区議会議員）

委員 くまき 貞一（区議会議員）

委員 すどう あきお（区議会議員）

委員 野口 将人（区議会議員）

委員 本田 正則（区議会議員）

委員 赤江 なつ（区議会議員）

委員 金澤 達也（公募区民）

委員 佐藤 史郎（公募区民）

委員 藤田 教稔（公募区民）

東京都北区議会議員の政治倫理に関する条例

平成10年12月7日条例第56号

改正平成14年6月28日条例第31号

目的

第1条この条例は、東京都北区議会議員（以下「議員」という。）が区民の厳粛な信託を受けた立場にあることを認識し、区民全体の奉仕者として政治倫理
の確立と向上に努め、常に良心に従い誠実かつ公正にその職務を行うことを促し、もつて清浄で民主的な区政の発展に寄与することを目的とする。

議員等の責務

第2条議員は、区民全体の代表者として、区政に携わる権能と責務を深く自覚し、地方自治の本旨に従つて、その使命の達成に努めなければならない。

2 議員は、自己の地位による影響力を不当に行使して、自己の利益を図つてはならない。
3 区民は、自己の利益又は第三者の利益若しくは不利益を図る目的をもつて、議員に対して次条に規定する政治倫理基準に反することとなる働きかけを行
つてはならない。
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